
 

 
 

 

 

 

 

 

 

から、定年年齢を６５歳未満としている事業主は、次の①から③

の措置 のいずれかを があります。～ 
 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆詳しくは大阪労働局ホームページをご参照ください 
 

 

編集・発行 東大阪市荒本北１丁目１番１号 東大阪市役所 都市魅力産業スポーツ部 
             労働雇用政策室  TEL 06-4309-3178 FAX 06-4309-3846 

            ～中小企業の事業主のみなさまへ～ 再確認をお願いします！ 

６５歳までの『高年齢者雇用確保措置』の実施が義務化されました １ 

 

① 定年制の廃止   ②65歳まで定年年齢を引き上げ 

③ 希望者全員を対象とする、65 歳までの継続雇用制度を導入 

※ 高年齢者雇用安定法第9条第1項に基づき、定年を65歳未満に定めている事業主は、雇用する高年齢者の

65歳までの安定した雇用を確保するための措置を講じなければなりません。 

事業主が必ず講じなければならない具体的な措置の内容は以下のとおりです。 



 

労働契約の締結・更新のタイミングの労働条件明示事項が追加されています 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 
 
 

『労働条件明示のルール』は令和６年４月から されています ２ 

 

【雇止め告示※2の改正】
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～助成金のお知らせ～ ３ 

こちら 
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会  期 

★申込み・問合せ★  東大阪商工会議所 振興部 FAX 06-6725-3611 TEL 06-6722-1151 

 

    

※お知らせや参加企業パンフレットの校正などはメールでご連絡致しますので必ずご記入ください。
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令和７年度 東大阪市補助金事業 ４ 

2026 
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＼ＰＲチャンス！／ 

※ご記入頂いた情報は東大阪商工会議所からの連絡・情報提供のために利用することがあります。 


